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○建築基準法施行条例（昭和36年11月10日条例第39号） 

（既存建築物に対する制限の緩和） 

第五十一条 法第三条第二項の規定により第五十条の四第二項の規定の適用を受けない建築物で、法

第三条第二項の規定により第五十条の四第二項の規定の適用を受けないこととなつた日以後に大規

模の修繕又は大規模の模様替の工事に着手し、同項の規定の適用を受けることとなるものについて

は、法第三条第三項第三号及び第四号の規定にかかわらず、第五十条の四第二項の規定は、適用し

ない。 

２ 法第三条第二項の規定により第二十五条又は第二十六条第一項の規定の適用を受けない建築物

（これらの規定に規定する基準の適用上一の建築物であつても別の建築物とみなすことができる部

分（建築物が開口部のない耐火構造の床又は壁で区画されている場合における当該区画された部分

をいう。以下この項において「独立部分」という。）が二以上あるものに限る。以下この項におい

て同じ。）で、法第三条第二項の規定によりこれらの規定の適用を受けないこととなつた日以後に

増築、改築、大規模の修繕又は大規模の模様替（以下この条において「増築等」という。）の工事

に着手し、これらの規定の適用を受けることとなるものについては、法第三条第三項第三号及び第

四号の規定にかかわらず、その建築物のうち当該増築等をする独立部分以外の独立部分に対しては、

これらの規定は、適用しない。 

３ 法第三条第二項の規定により第三十六条又は第四十条の二の規定の適用を受けない建築物で、法

第三条第二項の規定によりこれらの規定の適用を受けないこととなつた日以後に増築等の工事に着

手し、これらの規定の適用を受けることとなるものについては、法第三条第三項第三号及び第四号

の規定にかかわらず、その建築物のうち当該増築等をする部分以外の部分に対しては、これらの規

定は、適用しない。 

４ 知事は、法第三条第二項の規定により第五条、第七条、第八条、第十四条、第十五条、第二十三

条又は第二十四条の規定の適用を受けない建築物で、法第三条第二項の規定によりこれらの規定の

適用を受けないこととなつた日以後に増築等の工事に着手し、法第三条第三項第三号及び第四号の

規定によりこれらの規定の適用を受けることとなるものについて、その建築物及び敷地の状況によ

り安全上支障がないと認める場合は、これらの規定による制限を緩和することができる。 

全部改正〔平成三年条例二一号〕、一部改正〔平成一五年条例六一号・一七年九七号〕 


